
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイナ保険証 

 政府は１２月２日から現行の健康保険証の発行を停止するとしています。９月時点でマイナ保険証（保険

資格情報とひもづいたマイナンバーカード）の利用率は１３・８７％と低迷しています。混乱している医療

現場の実態や保険証存続を求める国民の声を無視した健康保険証の廃止はやめるべきです。 

 西宮市のマイナ保険証登録の現状を担当者に聞いてみました。 

庄本けんじ 
日本共産党市会議員 

活動ニュース 

２０２４年１１月３０日 

議員控え室 0798-35-3368 携帯 090-6665-9401 

健康保険証は存続を 

西宮のマイナ保険証登録者数は

 国民健康保険 後期高齢者医療制度 

被保険者数 73,793人（R06.10.31時点） 67,872人（R06.10.31時点） 

マイナ保険証利用登録者数 41,459人（R06.10.18時点） 40,186人（R06.10.21時点） 

利用登録の割合 約 56％ 約 59％ 

利用登録解除申請者数 49人（R06.11.22） 35人（R06.11.22） 

 

まだ健康保険証は使えます 
保険証は捨てないでください 

世論に押され政府のキャンペーンが変化しています 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マイナ保険証をめぐって医療現場では現在もトラブルが続いています。開業医の６割が加入する全国保険

医団体連合会の調査では、５月以降トラブルがあったと回答した医療機関が約７割、資格確認ができずいっ

たん１０割負担となったり、受診を諦めるケースもありました。トラブルがあった医療機関の約８割が現行

の保険証で対処しています。 

・マイナンバーカードの有効期限が切れると利用できなくなる 

・マイナンバーカードを紛失すると一定期間利用できなくなる 

・システムや機器の不具合により利用できなくなる場合がある 

・公費負担医療制度を利用する場合には受給者証の提示が必要 

           子どもの医療費助成などがそれにあたります。 

  日本共産党の倉林明子参院議員は６月の厚生労働委員会で、マイナ保険証がないと処方箋を受け付けな

いといった一部薬局の対応は法令違反の疑いがあるとただし、「マイナ保険証の利用を強要するキャンペーン

は中止し、誤った対応は直ちに是正するべきだ」と主張しました。しかし武見厚労相は「引き続き利用促進

に取り組む」と拒否。厚労省は６月の診療報酬改定でマイナ保険証利用の加算を新設しました。 

解決できないトラブルが続出 

マイナ保険証 

マイナ保険証の強要キャンペーンは中止を 

 大手薬局チェーンを中心にマイナ保険証の利用押し付けによるトラブルが多発しています。 

 「『１２月以降、マイナ保険証がないといったん１０割負担になると言われたが本当か？』そんなことはあ

りません。 

 ところが、「ある大手薬局チェーンは、処方箋と保険証を出した人に“マイナ保険証でないと受け付けでき

ない”と言って、その場でマイナ保険証の利用登録をさせ、後に誤った対応だったと謝罪文を出すことにな

り厚労省の社会保障審議会医療保険部会でも取り上げられていました」。 

 トラブルの源になっているのが、自公政権が昨年度補正予算で２１７億円も計上している利用促進支援策

です。マイナ保険証の利用が昨年１０月より一定以上増加した医療機関や薬局に支援金を出します。５月か

ら７月を「利用促進集中取組月間」に指定。６月下旬には支援金の上限額を病院は１カ所４０万円、診療

所・薬局は同２０万円に倍増させました。 

 しかも「申請は不要」（同省）で、利用者が一定数増えたことが確認できれば自動的に支援金が振り込まれ

るというバラマキです。新型コロナ感染対策の補助金や、介護職員の処遇改善補助金に膨大な申請書類の提

出を求めているのと対照的です。 

 支援金の要件は一定の利用人数増のほか、窓口での(1)厚労省の指定ポスター掲示(2)厚労省作成「台本」に

沿った「声かけ」と指定チラシの配布徹底―です。 

 ところポスターやチラシ、「台本」には、マイナンバーカードを保険証登録していない人には、申請なしで

「資格確認書」が交付され、保険診療を受けることができることの説明はありません。また声かけ「台本」

には、１２月２日以降も最大１年間、現行の保険証が有効との説明がありません。 

 冒頭の同薬局グループは８３７店。仮にその６割が２０万円の支援金を受けたとしても１億円以上の補助

金が流れます。マツモトキヨシ（３４４０店舗）、ウェルシア（２８１３店舗）、ツルハ（２４４２店舗）な

ど大手が利用者を増やせば１社で数億円が入る仕組みです。 

 

政府がマイナ保険証促進の声かけ台本 


